
議案第３５号 

 

令和６年度高根沢町水道事業会計予算議決について 

 

令和６年度高根沢町水道事業会計予算を地方公営企業法（昭和２７年法

律第２９２号）第２４条第２項の規定により、別冊のとおり提出する。 

 

令和６年２月２９日 

  

高 根 沢 町 長  加 藤 公 博  

  

議案第35号 - 1



高 根 沢 町 水 道 事 業 会 計 予 算 書 （案）

令 和 ６ 年 度
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（総　　　　則）

第１条　令和６年度高根沢町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業 務 の 予 定 量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）　 戸

（２） ㎥

（３） ㎥

（４）

①　老朽管更新事業 千円

②　県道路改良工事に伴う配水管布設替事業 千円

③　水道施設改良事業 千円２８，８００

１２７，７００

１２，０００

令 和 ６ 年 度   高 根 沢 町 水 道 事 業 会 計 予 算

給 水 戸 数

年 間 給 水 量

主要な建設改良事業

１２，３６７

２，４５７，５９３

６，７３３一 日 平 均 給 水 量
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（ ）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

支　　　　　　　　　出

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

６０５，２６１

５７５，０２５

５３６，４５３

３３，４７２

予 備 費

収 益 的 収 入 及 び 支 出

水 道 事 業 収 益

水 道 事 業 費 用

営 業 収 益

営 業 外 収 益

５５０，６２０

５４，６３９

２

１００

５，０００

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

特 別 利 益
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（ ）

第４条

収　　　　　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

支　　　　　　　　　出

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円企 業 債 償 還 金 １１０，３３４

１３，９１０

金３３，６７０千円で補てんするものとする。）

建 設 改 良 費 １７７，９３１

資 本 的 支 出

国 庫 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

２８８，２６５

１

は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１５，４６９千円、過年度分損益勘定留保資金２２４，１１４千円、減債積立

１５，０１２

１

１，１００

資 本 的 収 入 及 び 支 出

資 本 的 収 入

出 資 金

負 担 金

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２７３，２５３千円
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（ ）

第５条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

（ ）

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１） 営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用

（ ）

第７条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額をこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の

金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 千円

（ ）

第８条 たな卸資産の購入限度額は、１０，７４７千円と定める。

令和６年２月２９日提出

高根沢町長　　加　藤　公　博

たな卸資産購入限度額

一 時 借 入 金

予定支出の各項の経費の金額の流用

議会の議決を経なければ流用することのできない経費

職 員 給 与 費 ４９，６６４
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１ ９

２ １２

３ １３

４ １９

５ ２０

６ ２２

７ ２７

８ ３２注 記

令和６年度高根沢町水道事業会計予算に関する説明書

令 和 ５ 年 度 予 定 貸 借 対 照 表

令 和 ６ 年 度 予 定 貸 借 対 照 表

予 算 実 施 計 画

予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

給 与 費 明 細 書

令 和 ５ 年 度 予 定 損 益 計 算 書

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書
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収　　入

1

1

1  水道料金

2

3  手数料、負担金、水道加入金等

2

1  預金利息

2

3

4  長期前受金収益化額

5

6  県補償費

3

1

2

11,805

26,014

1

1

44

1

54,639

42,787

特 別 利 益

営 業 外 収 益

550,620営 業 収 益

1

1

1

2

固 定 資 産 売 却 益

過 年 度 損 益 修 正 益

令 和 ６ 年 度 高 根 沢 町 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

予 定 額 備 考目

（単位：千円）

款

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

項

水 道 事 業 収 益 605,261

524,605

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

消費税及び地方消費税還付金

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入
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支　　出

1

1

1  取水浄水設備の維持管理に要する経費

2  配水給水設備の維持管理に要する経費

3

4  事業活動の全般に関する経費

5  固定資産の減価償却費

6  固定資産の除却費

2

1  企業債償還利息

2  消費税及び地方消費税納付額

3  その他雑支出

3

1  水道料金不納欠損処分費

4

1

106,443

予 定 額

536,453

575,025

5,000

265,870

11,702

33,472

2

103,072

300

100

100

5,000

資 産 減 耗 費

7,172支 払 利 息 及 び

過 年 度 損 益 修 正 損

予 備 費

特 別 損 失

予 備 費

水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

款 項 目

受 託 工 事 費

総 係 費

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税

雑 支 出

（単位：千円）

企 業 債 取 扱 諸 費

49,364

26,000

備 考

減 価 償 却 費
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収　　入

1

1

1

2

1  消火栓設置負担金

3

1  水道施設耐震化事業交付金

4

1

支　　出

1

1

1  水道施設改良事業等に要する経費

2  出庫水道メーター価額等

2

１  企業債償還元金

資 本 的 収 入 15,012

9,431

177,931

168,500

資 本 的 支 出

固定資産売却代金

款

1

款

1,100

13,910

1,100

出 資 金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

項

出 資 金

負 担 金

国 庫 補 助 金

110,334

水 道 改 良 費

13,910

1

1

項

288,265

企 業 債 償 還 金

（単位：千円）

負 担 金

国 庫 補 助 金

備 考予 定 額

（単位：千円）

備 考

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

予 定 額

営 業 設 備 費

有 形 固 定 資 産 売 却 代 金

目

目

110,334

1
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(1)　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　原材料の購入、商品又はサービスの購入による支出

　　　人件費支出

　　　その他の事業支出

　　　貯蔵品の購入による支出

　　　営業収入

　　　負担金、補助金等収入

　　　小計

　　　利息の支払額

　　　利息の受取額

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

(2)　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　固定資産の取得による支出

　　　国庫補助金等による収入

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

(3)　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債の償還による支出

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

令 和 ６ 年 度 高 根 沢 町 水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

８，２５９千円

１，４７９，３１７千円

△４９，６６４千円

△１９１，０９６千円

△１０，７４７千円

５４５，００６千円

１３，３８５千円

２８０，８７２千円

△７，１７２千円

４４千円

２７３，７４４千円

△２６，０１２千円

１，４８７，５７６千円

△１７０，１６１千円

１５，０１０千円

△１５５，１５１千円

△１１０，３３４千円

△１１０，３３４千円
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 １  総    括

職 員 数

（ 人 ） 報 酬 給 料 手 当 計

損益勘定支弁職員
( )
6

23,392 18,320 41,712 7,832 49,544

資本勘定支弁職員

合 計
( )
6

23,392 18,320 41,712 7,832 49,544

損益勘定支弁職員
( )
6

23,163 15,764 38,927 7,463 46,390

資本勘定支弁職員

合 計
( )
6

23,163 15,764 38,927 7,463 46,390

損益勘定支弁職員
( )

229 2,556 2,785 369 3,154

資本勘定支弁職員

合 計
( )

229 2,556 2,785 369 3,154

( )内は、再任用短時間勤務職員の人数で外数です。

児童手当は予算上の性質が人件費と異なるため、給与費明細書に記載していません。

前年度

比 較

区 分

給 与 費

備 考

給   与   費   明   細   書

合 計

本年度

法 定 福 利 費

（単位：千円）
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（単位：千円）

区 分

本 年 度 198 304 699 4,739 4,309 3,561

前 年 度 396 173 699 4,469 3,564 3,292

比 較 △ 198 131 270 745 269

区 分

本 年 度 30 636 3,844

前 年 度 30 336 2,805

比 較 300 1,039

 ２  給 料 及 び 手 当 の 増 減 額 の 明 細

区 分

給 料 112

151

△ 34

手 当 201

2,355

時 間 外 勤 務 手 当通 勤 手 当

管理職員特別勤務手当 住 居 手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当管 理 職 手 当

退 職 手 当

手 当 の 内 訳

扶 養 手 当

229

2,556

増 減 額

普 通 昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

 説       明 備   考

昇 給 期 間 短 縮 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

増  減  事  由  別  内  訳

期末勤勉手当の増
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 ３  給 料 及 び 手 当 の 状 況

   ア  職員1人当たりの給与

　　イ　初　任　給

区　分 一　般　行　政　職

高校卒 166,600円 高校卒 166,600円 技能職 164,000円

短大卒 179,100円 短大卒 179,100円

大学卒 196,200円 大学卒 196,200円

技能職 164,000円

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

技　能　労　務　職

企　　業　　職

区　分 企　　業　　職 技　能　労　務　職

平 均 給 与 月 額

48歳7月

平 均 年 齢

一　　般　　会　　計　　の　　制　　度

321,817円

382,894円

技　能　労　務　職

令 和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在

48歳3月

令 和 ６ 年 １ 月 １ 日 現 在

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

330,767円

371,812円
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( )内は、再任用短時間勤務職員の人数で外数です。

　（級別の基準となる職務内容）

計

令 和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在

3　級

4　級

5　級

1　級

2　級

7　級

6　級

（ ） （ ）

（ ） （ ）
1 16.7

課 長 補 佐 課 長係 長

3 級

主 査

5 級 6 級4 級

計
（ ）

7 級

（％）

参 事

（ ）

（ ）

（ ）

6
（ ） （ ）

100.0
（ ）

（ ）
33.32

（ ） （ ）

（ ）
3　級33.3

（ ）

2　級1 16.7
（ ）

計

（ ）

計
（ ） （ ）

100.06
（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

7　級
（ ） （ ）

6　級
（ ） （ ）

16.71

5　級
（ ） （ ）

4　級
（ ） （ ）

2

3　級
（ ） （ ）

50.0

33.3

3

（ ） （ ） （ ）
2　級

（ ） （ ）

（ ）

1　級
（ ）

技　　　　能　　　　労　　　　務　　　　職

級 級職 員 数 (人） （％）構 成 比 （人）職 員 数 構 成 比

   ウ  級別職員数　　　

1 級

主 事

労 務 主 事

区 分
企　　　　　　　業　　　　　　　職

令 和 ６ 年 １ 月 １ 日 現 在

1　級

2　級

3　級

区 分

企 業 職

技 能 労 務 職 技 能 主 事

主 任 主 事

技 能 主 事

2 級

（ ）

（ ）

（ ）

2

（ ）

（ ）

（ ）
1　級
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（Ａ） （人） 6 6

（Ｂ） （人） 5 5

（人）

（人）

（人） 1 1

（人） 4 4

（人）

（人）

比 率 （％） 83.3 83.3

（Ａ） （人） 6 6

（Ｂ） （人） 4 4

（人）

（人）

（人）

（人） 4 4

（人）

（人）

比 率 （％） 66.7 66.7

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

前  年  度

（Ｂ）/（Ａ）

1 号 級

号 級 数 別 内 訳

2 号 級

6 号 級

8 号 級

企　　業　　職 技 能 労 務 職

3 号 級

4 号 級

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

（Ｂ）/（Ａ）

号 級 数 別 内 訳

1 号 級

2 号 級

   エ  昇 給 

合　　　　　　　　計区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

8 号 級

4 号 級

本  年  度

6 号 級

3 号 級
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   オ  期末手当・勤勉手当

職制上の段階、職務の

級 等 に よ る 加 算 措 置

(2.35)

4.5

(2.3)

4.4

(2.35)

4.5

   カ  定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 額 そ の 他 の

(月分） (月分） (月分） 加 算 措 置 等

（ 支 給 率 等 ）

   キ  その他の手当

47.709

備　　　考

 栃木県市町村総合事務組合加入

 栃木県市町村総合事務組合加入47.709

有

有

有

 定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

区　　　　分

 定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

支 給 率 等 24.586875 47.709

24.586875

一 般 会 計 の 制 度

47.709

25年勤続の者

(月分）

本 年 度

前 年 度

一 般 会 計 の 制 度

備 考

支　給　期　別　支　給　率

区 分 支給率計（月分）

区　　　　分

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

差 異 の 内 容

同　　　　じ

同　　　　じ

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同　　　　じ

33.27075

33.27075

12月(月分）6月（月分）

(1.175)

2.25

(1.175)

2.25

(1.15)

2.2

(1.175)

2.25

(1.15)

2.2

(1.175)

2.25
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（単位：千円）

左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 営業収益

令和６年度から (1,327)

令和９年度まで 5,933 

令和６年度から (59,387)

令和９年度まで 252,293 

（　　）書きは当該年度における支出予定額

限　度　額

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支
払 義 務 発 生 予 定 額

事　　　項

令和４年度水道料金システム等ハー
ドウェアリース

7,260 1,327 5,933 

令和４年度包括的民間委託 311,680 59,387 252,293 令和５年度

令和５年度
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1 円 円 円

（１）  給 水 収 益

（２）  受 託 工 事 収 益

（３）  そ の 他 の 営 業 収 益

2

（１）  原 水 及 び 浄 水 費

（２）  配 水 及 び 給 水 費

（３）  受 託 工 事 費

（４）  総 係 費

（５）  減 価 償 却 費

（６）  資 産 減 耗 費

3

（１）  受 取 利 息 及 び 配 当 金

（２）  他 会 計 補 助 金 ０

△１，２２７，９７７

令和５年度高根沢町水道事業予定損益計算書

( 令 和 ５ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ６ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

５０１，７８１，９６９２２，４５３，２４４

５０３，００９，９４６

５７，４３１

０

９３，０９７，３７９

２６２，９１２，５７８

　営　 業 　外　 収　 益

　営　 業　 利　 益

３５，８７１，３０７

１２，５００，０００

４７９，３２８，７２５

９８，６２８，６８２

０

　営　 業 　収　 益

　営　 業　 費 　用
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（３）  他 会 計 負 担 金

（４）  長 期 前 受 金 戻 入

（５）  雑 収 益

4

（１）  支 払 利 息 及 び

 企 業 債 取 扱 諸 費

（２）  雑 支 出

5

（１）  固 定 資 産 売 却 益

（２）  過 年 度 損 益 修 正 益

6

（１）  過 年 度 損 益 修 正 損

４４，６５７，４６１

０

その他未処分 利益 剰余 金変 動額 ５５，６８９，２２１

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

　特　 別 　利 　益

０ ０

　営　 業　 外 　費　 用

０

０

　特　 別 　損　 失

３３，６７０，２８２

９，７５９，２０２ ３４，８９８，２５９

１，７８２，５４０

９，７２５，０８２

０

４２，８１７，４９０

３４，１２０

    経 　常　 利 　益

８９，３５９，５０３

当 年 度 純 利 益 ３３，６７０，２８２

０

０

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
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資 産 の 部

1 円 円 円 円

（１）  有 形 固 定 資 産

イ 土　 地

ロ 建　 物

減 価 償 却 累 計 額

ハ 構 　築　 物

減 価 償 却 累 計 額

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

ホ 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

ヘ 工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

ト 建 設 仮 勘 定

８，１６０，２１０

△５，２４０，９７６，６９２ ５，７１９，１５１，２８０

△７，６９９，３４８ ４６０，８６２

△２，３７８，２６８ １，９３６，１７１

令 和 ５ 年 度 高 根 沢 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

( 令 和 ６ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

１，２７３，９０５，９０９

△９４４，３６６，８７７ ３２９，５３９，０３２

４，３１４，４３９

△１６８，９９５，１９１ ８６，５５２，０１１

１０，９６０，１２７，９７２

１４，８５０，０００

　固 　定 　資 　産

１２６，４２９，１４４

２５５，５４７，２０２
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2

（１）  現 金 ・ 預 金

（２）  未 収 金

 貸 倒 引 当 金

（３）  貯 蔵 品

６，２７８，９１８，５００

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

７，７８０，７１１，９１５

１，５０１，７９３，４１５

有 形 固 定 資 産 合 計 ６，２７８，９１８，５００

固 定 資 産 合 計

１，４７９，３１６，８２０

３，９６２，４６５

　流 　動 　資 　産

１８，５１４，１３０

１８，９０６，５６０

△３９２，４３０
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負 債 の 部

3 　固 　定 　負 　債

（１）  企 業 債

4 　流 　動 　負 　債

（１）  企 業 債

（２）  未 払 金

（３）  引 当 金

（４）  そ の 他 流 動 負 債

5 　繰 　延 　収 　益

（１）  長 期 前 受 金

（２）  長 期 前 受 金

 収 益 化 累 計 額

９２４，３７５，５８０

１，３６２，１６２，２５２

△１，０９５，５６７，０１０

１６１，３４６，４３５

１１０，３３３，３３５

３０，５００，０００

１６，９１３，１００

３，６００，０００

負 債 合 計

２，０１９，９４２，５９０

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

２７６，４４０，２３７

固 定 負 債 合 計 ２７６，４４０，２３７
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資 本 の 部

6 　資　 本　 金

（１）  自 己 資 本 金

イ 固 有 資 本 金

ロ 繰 入 資 本 金

ハ 組 入 資 本 金

7 　剰　 余　 金

（１）  資 本 剰 余 金

イ 国 庫 （ 県 ） 補 助 金

ロ 負 担 金

ハ 受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計 １，６６６，４４２，０７７

６０２，８４９，０２８

４，５７６，１０６，０２６

自 己 資 本 金 合 計 ４，５７６，１０６，０２６

９５５，２４２，１４８

１０８，３５０，９０１

４６，３０８，７５４

１，９７９，５３６，５６１

資 本 金 合 計

２，５５０，２６０，７１１

25



（２）  利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金

ロ 利 益 積 立 金

ハ 建 設 改 良 積 立 金

二 当年度未処分利益剰余金

剰 余 金 合 計 １，８４２，４４３，６３７

資 本 合 計 ６，４１８，５４９，６６３

利 益 剰 余 金 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

８９，３５９，５０３

７，７８０，７１１，９１５

１７６，００１，５６０

２９，３７６，８０７

５７，２６５，２５０

０
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資 産 の 部

1 円 円 円 円

（１）  有 形 固 定 資 産

イ 土　 地

ロ 建　 物

減 価 償 却 累 計 額

ハ 構 　築　 物

減 価 償 却 累 計 額

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

ホ 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

ヘ 工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

令 和 ６ 年 度 高 根 沢 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

( 令 和 ７ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

　固 　定 　資 　産

１２６，４２９，１４４

２５５，５４７，２０２

△１７５，１５１，１１８ ８０，３９６，０８４

１０，９８３，３４１，６０８

△５，３６０，０２９，０６９ ５，６２３，３１２，５３９

１，２７３，８３５，９０９

△９４２，５４２，６６０ ３３１，２９３，２４９

４，３１４，４３９

△２，８４８，７２３ １，４６５，７１６

８，１６０，２１０

△６，３１７，６９９ １，８４２，５１１
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2

（１）  現 金 ・ 預 金

（２）  未 収 金

 貸 倒 引 当 金

（３）  貯 蔵 品

有 形 固 定 資 産 合 計 ６，１６４，７３９，２４３

固 定 資 産 合 計 ６，１６４，７３９，２４３

　流 　動 　資 　産

１，４８７，５７６，４２３

１６，９４８，７６３

△３９２，４３０ １６，５５６，３３３

３，９６２，４６５

流 動 資 産 合 計 １，５０８，０９５，２２１

資 産 合 計 ７，６７２，８３４，４６４
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負 債 の 部

3 　固 　定 　負 　債

（１）  企 業 債

4 　流 　動 　負 　債

（１）  企 業 債

（２）  未 払 金

（３）  引 当 金

（４）  そ の 他 流 動 負 債

5 　繰 　延 　収 　益

（１）  長 期 前 受 金

（２）  長 期 前 受 金

 収 益 化 累 計 額

１９０，１３４，９６３

固 定 負 債 合 計 １９０，１３４，９６３

８６，３０５，２７４

１６，９１３，１００

３，６００，０００

３０，５００，０００

流 動 負 債 合 計 １３７，３１８，３７４

２，０３４，９５２，５９０

△１，１３８，３５７，１２６

繰 延 収 益 合 計 ８９６，５９５，４６４

負 債 合 計 １，２２４，０４８，８０１
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資 本 の 部

6 　資　 本　 金

（１）  自 己 資 本 金

イ 固 有 資 本 金

ロ 繰 入 資 本 金

ハ 組 入 資 本 金

7 　剰　 余　 金

（１）  資 本 剰 余 金

イ 国 庫 （ 県 ） 補 助 金

ロ 負 担 金

ハ 受 贈 財 産 評 価 額

２，６０５，９４９，９３２

資 本 金 合 計 ４，６３１，７９５，２４７

自 己 資 本 金 合 計 ４，６３１，７９５，２４７

４６，３０８，７５４

１，９７９，５３６，５６１

９５５，２４２，１４８

資 本 剰 余 金 合 計 １，６６６，４４２，０７７

６０２，８４９，０２８

１０８，３５０，９０１

30



（２）  利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金

ロ 利 益 積 立 金

ハ 建 設 改 良 積 立 金

二 当年度未処分利益剰余金

０

２９，３７６，８０７

５７，２６５，２５０

６３，９０６，２８２

利 益 剰 余 金 合 計 １５０，５４８，３３９

剰 余 金 合 計 １，８１６，９９０，４１６

資 本 合 計 ６，４４８，７８５，６６３

負 債 ・ 資 本 合 計 ７，６７２，８３４，４６４
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注記

Ⅰ　重要な会計方針

１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

量水器 先入先出法による原価法

材料　　　　　先入先出法による原価法

２　固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物（簡易建物を含む） ４～５０年

構築物 １０～６０年

機械及び装置 ６～２２年

車両運搬具 ４～６年

工具、器具及び備品 ５～２０年

３　引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

　　職員の退職手当に係る負担金は、「高根沢町企業職員の退職手当に係る負担金の取扱いに関する覚書」に基づき、栃木県市町村総合事務組合

　への一般負担金のみを水道事業が負担し、追加的な費用は全て一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

（２）賞与引当金

　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当年度の負担に属す

　る額（12月から翌年３月までの4か月分）を計上している。
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（３）法定福利費引当金

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給に伴い発生する法定福利費の支払いに備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支

　給見込額のうち当年度の負担に属する額（12月から翌年３月までの4か月分）を計上している。

（４）貸倒引当金

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。

４　消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記

１　引当金の取り崩し

（１）賞与引当金

　　　当年度において賞与（期末手当、勤勉手当）を支給するため、賞与引当金を取り崩す予定である。

（２）法定福利費引当金

　　　当年度において賞与（期末手当、勤勉手当）に係る法定福利費を支給するため、法定福利費引当金を取り崩す予定である。

（３）貸倒引当金

　　　当年度において水道料金を不納欠損するため、貸倒引当金を取り崩す予定である。
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収　　　入 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 水道事業収 605,261 588,615 16,646

益
1 営業収益 550,620 545,732 4,888

1 給水収益 524,605 518,730 5,875 水道料金 524,605 料金水量　2,457,593㎥ 524,605

2 1 1 0 給水工事金 1 給水工事金 1

3 26,014 27,001 △ 987 手数料 795 給水装置工事設計審査手数料等 795

負担金 1,580 量水器交換業務等負担金 1,580

水道加入金 10,340 新規加入　73件 10,340

13,289 下水道使用料徴収業務受託費 13,289

雑収益 10 給水工事設計書販売代金 10

2 営業外収益 54,639 42,881 11,758

1 44 60 △ 16 預金利息 44 預金利息 44

2 1 1 0 1 他会計補助金 1

3 1 1 0 1 他会計負担金 1

その他受託
収益

受託工事収
益

比 較 説　　　　　　明

その他の営
業収益

区 分 金 額

他会計補助
金

他会計負担
金

受取利息及
び配当金

他会計負担
金

他会計補助
金

令和６年度高根沢町水道事業会計予算明細書

節
款 項 目

収　益　的　収　入　及　び　支　出
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収　　　入 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

4 42,787 42,817 △ 30 42,787 長期前受金収益化額 42,787

5 1 1 0 1 消費税及び地方消費税還付金 1

6 雑収益 11,805 1 11,804 11,805 県補償費 11,805

3 特別利益 2 2 0

1 1 1 0 1 固定資産売却益 1

2 1 1 0 1 過年度損益修正益 1

節

長期前受金
戻入

長期前受金
戻入

款 項 目 比 較

固定資産売
却益

過年度損益
修正益

過年度損益
修正益

固定資産売
却益

その他雑収
益

説　　　　　　明
区 分 金 額

消費税及び
地方消費税
還付金

消費税及び
地方消費税
還付金
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 575,025 578,788 △ 3,763

1 営業費用 536,453 537,662 △ 1,209

1 106,443 121,758 △ 15,315 光熱水費 210 水源地電気料 210

動力費 39,698 水源地・浄水場機械装置運転に係る電力料 39,698

修繕費 9,700 水源地・浄水場設備の修繕等に係る費用 9,700

受水費 34,439 県企業局鬼怒用水供給事業からの受水費 34,439

委託料 20,716 水源地・浄水場の施設運転管理委託等 20,716

賃借料 88 水源施設用地借上料 88

保険料 1,592 取水・浄水施設の建物及び機械設備に係る

保険料 1,592

2 49,364 37,160 12,204 備消品費 534 配水施設の維持管理に係る備消耗品費等 534

材料費 2,000 配水管修繕工事等に係る材料費 2,000

光熱水費 555 配水場電気料 555

動力費 5,606 配水場機械装置運転に係る電力料 5,606

修繕費 10,000 配水設備等の修繕に係る費用 10,000

手数料 5,400 検定満了量水器交換手数料 5,400

委託料 20,915 配水場の施設運転管理委託等 20,915

賃借料 1,332 配水場・配水管埋設用地借上料 1,332

路面復旧費 2,200 道路舗装復旧費用 2,200

保険料 822 配水施設の建物及び機械設備に係る保険料 822

3 受託工事費 2 2 0 材料費 1 材料費 1

修繕費 1 修繕費 1

配水及び給
水費

原水及び浄
水費

款 項 目 比 較 説　　　　　　明
区 分 金 額

節

水道事業費
用
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

4 総係費 103,072 99,750 3,322 給料 23,392 6名分 23,392

手当 15,423 扶養手当 198

通勤手当 304

住居手当 636

時間外勤務手当 3,561

管理職手当 699

管理職特別勤務手当 30

期末手当 3,159

勤勉手当 2,872

児童手当 120

退職手当負担金 3,844

賞与引当金 3,017 期末・勤勉手当に備えるため、引当金に繰り入れ

繰入額 3,017

法定福利費 7,249 共済組合負担金 7,186

公務員災害補償基金負担金 63

583 法定福利費（賞与分）に備えるため、引当金に繰り

583

旅費 388 研修等に係る交通運賃・宿泊料 388

備消品費 700 事務用の備消耗品費 700

光熱水費 891 上下水道事務所電気料等 891

燃料費 340 公用車燃料費 340

印刷製本費 248 郵送用封筒等 248

修繕費 300 公用車の車検整備費用等 300

通信運搬費 3,056 水道料金納入通知書郵送料等 3,056

区 分 金 額

る額

法定福利費
引当金繰入
額 入れる額

説　　　　　　明款 項 目 比 較
節
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

手数料 4,248 コンビニ収納に係る取扱手数料等 4,248

委託料 36,972 上下水道事業料金関係業務委託等 36,972

使用料 5,309 事務機器使用料等 5,309

会費負担金 134 日本水道協会本部会費 100

日本水道協会関東地方支部会費 21

日本水道協会栃木県支部会費 5

矢塩地区水道整備促進協議会負担金 8

保険料 102 公用車に係る保険料等 102

研修費 509 研修受講料 509

貸倒引当金 200 債権の不納欠損に備えるため、引当金に繰り入れ

繰入額 る額 200

貸倒損失 1 水道料金の不納欠損に係る貸倒損失 1

公課費 10 公用車車検時自動車重量税 10

5 減価償却費 265,870 266,492 △ 622 265,870 有形固定資産に係る減価償却費 265,870

6 資産減耗費 11,702 12,500 △ 798 11,702 老朽管更新等に伴う除却費 11,702

2 営業外費用 33,472 36,026 △ 2,554

1 7,172 9,726 △ 2,554 企業債利息 7,172 企業債の償還利息 7,172

2 26,000 26,000 0 26,000 消費税及び地方消費税納付額 26,000

款 項 目 比 較

支払利息及
び企業債取
扱諸費

消費税及び
地方消費税

消費税及び
地方消費税

説　　　　　　明
区 分 金 額

固定資産除
却費

有形固定資
産減価償却
費

節
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

3 雑支出 300 300 0 300 その他雑支出 300

3 特別損失 100 100 0

1 100 100 0 貸倒損失 100 不納欠損金 100

4 予備費 5,000 5,000 0

1 予備費 5,000 5,000 0 予備費 5,000 予備費 5,000

節

区 分 金 額

その他雑支
出

款 項 目 比 較

過年度損益
修正損

説　　　　　　明
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収　　　入 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 資本的収入 15,012 18,302 △ 3,290

1 出資金 1 1 0

1 出資金 1 1 0 1 一般会計出資金 1

2 負担金 1,100 3,300 △ 2,200

1 負担金 1,100 3,300 △ 2,200 1,100 消火栓設置に伴う一般会計負担金 1,100

3 国庫補助金 13,910 15,000 △ 1,090

1 国庫補助金 13,910 15,000 △ 1,090 13,910 水道施設耐震化事業交付金 13,910

4 1 1 0

1 1 1 0 1 固定資産売却代金 1

款 項 目 比 較 説　　　　　　明
区 分 金 額

資　本　的　収　入　及　び　支　出

節

固定資産売
却代金

有形固定資
産売却代金

一般会計出
資金

消火栓設置
費負担金

国庫補助金

有形固定資
産売却代金
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 資本的支出 288,265 280,356 7,909

1 建設改良費 177,931 168,308 9,623

1 水道改良費 168,500 159,555 8,945 委託料 5,400 配水管布設替工事に係る設計委託 5,400

工事請負費 163,100 配水管布設替工事等　 163,100

2 営業設備費 9,431 8,753 678 量水器費 7,770 出庫量水器価額 7,770

1,661 メールシーラー購入 1,661

2 110,334 112,048 △ 1,714

1 110,334 112,048 △ 1,714 元金 110,334 企業債の償還元金 110,334

款 項 目 比 較

工具・器具・
備品購入費

企業債償還
金

企業債償還
金

説　　　　　　明
区 分 金 額

節
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１５，４６９千円

２２４，１１４千円

３３，６７０千円減債積立金

　　　資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額　２７３，２５３千円は、次により補てんするものとする。

過年度分損益勘定留保資金

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額
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